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２． 廃止措置について



２．廃止措置

（１）廃止措置状況と今後の方針

追加資料

7

もんじゅ、ふげん、東海再処理施設以外の原子力施設（36施設）の廃止措置の状況

○施設への後年度の配賦予算が不透明なため、施設の具体的な廃止措置の将来計画の策定が困難（複数年契約や

解体廃棄物発生量の算出が困難 等）

○従来の単年度契約による廃止措置では、施設への配賦予算確定後に、作業内容の検討、許認可手続き、契約行為

を経て、現場作業（教育・訓練、後片付け含む）を行うため、設備の解体等の実作業期間は最大でも5か月程度/年

○廃棄物貯蔵施設の保管容量のひっ迫による解体廃棄物の搬出量の制限（処理と搬出のバランス）

○核燃料物質等の集約の遅延（安定化処理、輸送容器整備等）、他施設への機能移転の遅延（設備整備）

○除染・解体等の廃止措置に係る工事を担うメーカーが少ない（工事の需要と供給のバランス） 等

対応方針の見直し

廃止措置の優先順位を決め、限られた資源を集中して優先した施設の廃止措置を進める。廃止措置により得られた

原資を次の施設の廃止措置に充当することで、機構が保有する施設の廃止措置の加速を目指す。

当面の廃止措置の目標：原則として、管理区域解除まで⇒施設が抱えるリスクは一般施設と同等

（なお、施設内での解体廃棄物保管のため、第二種管理区域への移行も可）

管理区域解除までに長期間を要する施設については、当面のリスク低減及び

維持管理費の削減に繋がる対応（モスボール化）に取組む

優先順位：施設が抱えるリスクを最優先し、次に費用対効果を考慮

廃止措置が計画的・効率的に進まず、高経年化等による施設が抱えるリスクや維持管理等のコストが増加







２．廃止措置
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（４）廃止措置の実施状況と今後の見通し
追加資料

別紙の記載内容は精査中

廃止措置の実施状況と今後の見通し（別紙参照）



２．廃止措置
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（５）当面の廃止措置の計画（1/2）
追加資料

第４期中長期期間における施設の廃止措置計画

Pu研究１棟、再処理特別研究棟の計画は精査中



２．廃止措置
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（５）当面の廃止措置の計画（2/2）
追加資料

第４期中長期期間における施設の廃止措置計画

Pu-２、燃料研究棟の計画は精査中





２．廃止措置

（６）課題と対策 2）対策 (1/3)

対策１ バックエンド体制整備、人材育成等

対策 取組

＜戦略の策定＞（追加）
・施設中長期計画の見直し

・業務の進め方の見直し

➤資源の選択と集中
・廃止措置を進める施設のリスクに応じ優先順位を決め、資金を集中

➤モデル事業の導入（試行中）
・廃止措置に関連する部署（廃止措置の実施部署、拠点廃棄物の管理部署、
その他の部署）とバックエンド統括本部の意識の共有・連携

・廃止措置を進める上での実施体制、資源確保、他部署との連携を見直し

＜体制整備＞
・拠点のバックエンド事業へのバッ
クエンド統括本部の深い関与

・バックエンドに係る様々な課題の
掘り起こし・共有及び対策への連
携した対応

➤各拠点（原科研、核サ研、大洗研）に、副所長をリーダとする拠点
のバックエンド対策を進めるプロジェクトチームを設置

➤バックエンド統括本部と各拠点プロジェクトチームの打合せ
（月例）の実施。
・各拠点におけるバックエンド対策推進上の課題の整理
・廃止措置等の計画、予算等の調整 等

➤技術開発（グローブボックス遠隔解体、廃棄物の分別等）

＜経営資源の手当て＞（追加）
・廃止措置に係る資金の確保

・廃止措置促進費の使途の見直し

・人的資源の確保

➤バックエンド対策に係る予算を増額するための仕組みを検討中

➤施設の廃止措置に限定し、実施内容を確認後に配賦

➤拠点毎に職員の横断的な協力・連携体制を構築
➤組織を越えた人的資源の流動性の確保 14



２．廃止措置

（６）課題と対策 2）対策 (2/3)

対策１ バックエンド体制整備、人材育成等

対策 取組

＜人材育成＞
・民間等を活用した新たな廃止措置

講座の開設
➤初めて廃止措置を行う職員向けに廃止措置の講座を開設し、共通の

知識基盤の醸成を実施。（以下の項目の基礎的な知識付与）
・廃止措置
・プロジェクトマネジメント
・発生解体物の処分までの道筋

➤原科研の２施設で実施中のモデル廃止措置活動（計画立案から契約、プロジェク
トマネジメントを一気通貫で行う活動）への次代の廃止措置を担う若手の参画
・プロジェクト体制の整備
・プロジェクトマネジメント資格取得

＜知識・経験等の継承＞（追加）
・解体状況のアーカイブ化

・知識の組織定着

➤先行事例の知識化（現場作業の映像の撮影、後続部署の現場見学）

➤モデル事業等における廃止措置のデータの取得・蓄積
➤後続廃止措置施設への得られた知識や成果（良好事例等）の反映
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２．廃止措置

（６）課題と対策 2）対策 (3/3)

対策２ 廃止措置プロジェクトマネジメントの強化

対策 取組

＜放射性廃棄物発生～処分までを
統括管理する仕組み構築＞

（追加）
・放射性廃棄物発生～処分までを

統括管理する仕組みの整備

・処分に向けた品質保証体系の
構築

➤放射性廃棄物の発生～処分までの道筋を確立し機構全体のバックエ
ンド事業の司令塔的な役割を果たすためのアウトプットとツールの
整備・集約

➤放射性廃棄物の発生時に、埋設処分時に求められる廃棄体の技術上
の基準の１つである埋設不適物の除去を実施するため、廃棄物の
製品品質保証として、保安の品質保証体系に導入

➤保安の品質保証体系に基づく、放射性廃棄物の発生時における廃棄
物の分類・分別の実施

＜原子力施設の廃止措置計画の作
成や適用技術・方法の選定等に
係る手法の標準化＞（追加）

・廃止措置関連マニュアル等作成
及びデータベースの公開

➤廃止措置関連の手引き類を作成・制定中
➤イントラ(廃止措置マニュアル等データベース)への手引き類の掲載
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２．廃止措置
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（７）モデル事業
追加資料

原子力科学研究所での取組
・「モデル事業」は、廃止措置の成功事例（廃止措置の完遂及び効率化）の創出を目的とした取組
・「モデル事業」は、従来の業務の進め方を工夫したことで効率化（期間短縮、費用削減）を図る。
・「モデル事業」は、再処理特別研究棟、Pu研究１棟の２施設で実施中（令和４年度から着手）

●工夫の内容
①廃止措置を優先して行う施設への資金の集中

多数の施設の廃止措置を同時に進めていたため、各施設への配賦される資金が少額であり、
廃止措置の完遂に時間を要していたことを、資金の集中により改善

②作業単位を考慮した複数年契約
従来は、予算額に応じた作業を検討し、進めていたため、区切りの良いところまで
作業が進められず手戻り作業が多かったことを、複数年契約により改善

③発生廃棄物の保管廃棄の確約
廃止措置の進め方が定まらず、放射性廃棄物発生量について廃棄物管理部署と調整できなかったが、
資金の確保、複数年契約により廃止措置の具体的な進捗がわかったことで改善

④人的資源の確保（有効利用）
①②③より、廃止措置の具体的な実施の見通しがついたことで、必要人員の算定が可能になり、
原科研内の他の部署からの人員充当が可能となったことで改善（追加的な職員人件費の削減）

廃止措置を進めるうえで
非効率的な部分を工夫

モデル事業から得られた成果は、バックエンド統括本部も共有し、他拠点の特徴や文化を考慮した上で、
後続部署に展開し、機構内の組織定着を図る。

●主な成果
⇒十分な資金を確保し、複数年契約で進めることで大幅に期間を短縮（十数年→16か月に短縮）
⇒複数年契約により、年度毎の重複作業が削減され経費を削減（約２割の削減）
⇒拠点とバックエンド統括本部間のタイムリーな情報共有（廃止措置の進捗と課題等）とサポート
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３．廃棄体化、埋設について
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追加資料
（２）埋設対象廃棄物のキャラクタリゼーションの状況
3) 原子力科学研究所のキャラクタリゼーションの状況 5/5

圧縮体等の処理難廃棄物に対する検討状況

試料採取に着手
・廃棄物保管棟からドラム缶を運搬・開封し試料採取を行う
ことは多大な労力と費用を要するため、Ｌピットの健全性
確認と併せて試料（圧縮体）の採取を実施。

• 当面は、発生施設の推定に必要となる、発生施設ごと
の核種組成比の確認を優先して進める。

 γ線分析結果、廃棄物情報（廃棄物記録、発生施設の
核種組成比等）等を参考に評価法の検討を進める。

・放射能濃度評価法検討に活用するため、採取した試料に
対して、γ線分析（スクリーニング）を実施。

・スクリーニング結果を基に代表試料を選定し詳細分析
（α・β線放出核種の分析）を実施。

γ線分析（スクリーニング）に着手

今後の計画（廃棄物情報との比較）

処理難廃棄物に対する評価法構築フロー
（発生施設がある程度限定される場合）

試料採取

廃棄物情報との
比較

γ線分析結果を
評価法検討に活用

評価法検討

⇒発生施設の推定

代表試料の選定
（スクリーニング結果の解析）

詳細分析
（α・β線放出核種の分析）

試料採取の
計画に反映

γ線分析
（スクリーニング）

３．廃棄体化、埋設 追加資料

圧縮体の分別の合理化（高エネルギーX線CT技術開発）については「4. 技術開発について」参照。

検討

分析等作業

発生施設ごとの
核種組成比の確認
（SFの検討と兼ねる）







３．廃棄体化、埋設
（４）廃棄物確認要領
1) 意見交換について

【意見交換について】

(1) 廃棄物確認要領の策定を進めており、種々雑多な廃棄物から品質保証された廃棄体を製作するために
は、新たな確認方法を工夫していく必要がある。

(2) 一方で、新たな方法は、我々が気づいていない欠陥を含んでいる可能性があり、委員会を開催して機構
外の廃棄体製作関連の技術者、研究者等からのご意見をいただいている。これに加えて、規制の観点
からのご意見もいただき、よりよい廃棄体確認要領を策定していきたいと考えている。

(3) 新たな方法については、技術データ、関連文献等を集め、将来の埋設事業申請の審査に耐えられる方
法を構築したうえで、ご意見をいただきたいと考えている。

(4) ただし、方法の構築が難しく時間がかかりそうなものについては、ある程度の区切りがついた途中の段
階で意見交換をお願いする可能性がある。

(5) 意見交換は、年1回程度、面談により継続的に実施したいと考えている。

【意見交換会を行いたい事項】（現時点で想定している事項）

追加資料

項目 概要

複数の研究炉に共通の
SFの設定

複数の研究炉のSFをまとめて1つのSFで表す際の考え
方

平均濃度法の適用範囲 SFが成立しない核種へ平均濃度法を適用する場合の
考え方

放射能濃度の分割測定 測定が容易な小型容器で測定した後、測定済の廃棄
物を処分容器にまとめる方法（再測定への対応等）

子孫核種からのγ線によ
るウラン廃棄物濃度評価

親核種（U-238）と放射平衡にある子孫核種（Pa-234m）
からのγ線による親核種濃度の評価

小型サンプルによる圧縮
強度測定

廃棄体製作時にモルタルペーストから分取して製作し
た小型サンプルによる圧縮強度測定

項目

放射能濃度評価対象核種の切り捨ての方法（基準線量
の1/1000以下の核種の評価対象核種からの除外）

適用期間を設定しないSF

分別精度の評価方法

令第41条非該当使用施設等の品質保証の方法

古い記録の利用

根拠データの必要数量、品質の考え方

考え方がまだ整理されておらず、意見交換がしばらく先になる事項

30





(1) 位置付けと方針

• 第４期中長期計画
「原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分に係る課題解決の
ため、東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置と機構の廃止措置の相
互裨益の観点、安全確保を前提とした低コスト化、廃棄物発生抑制につ
ながる研究開発、研究開発拠点における共通的な課題解決ニーズ、広く
一般産業の先駆的な技術の取り入れ等を考慮した戦略ロードマップを作
成し技術開発に取り組み、機構内のデコミッショニング改革のためのイ
ノベーションの創出を目指すとともに、その成果の現場への実装を進め
る。」

• 中長期計画を踏まえ、共通的な課題や将来のバックエンド対策費用を削
減する課題を優先して整理・選定し、組織横断的な実施体制を構築する
ことで、技術開発全体の合理化を図りながら進める。

４．技術開発
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1）工事

①実用規模カスケード試験装置の一部設備の解体撤去工
事

①工事終了 ○

1）使用済燃料搬出 1）使用済燃料搬出

①輸送キャスクの製造 ①輸送キャスクの製造

➁施設・設備の整備 ➁施設・設備の整備

2）高放射性廃液の処理 2）高放射性廃液の処理

①ガラス固化処理 ①ガラス固化処理

②２号溶融炉解体撤去 ②２号溶融炉解体撤去

③３号溶融炉更新準備 ③３号溶融炉更新準備

3）核燃料物質の回収（工程洗浄） 3）核燃料物質の回収（工程洗浄）

①Pu溶液の回収 ①Pu溶液の回収

②U溶液の回収

1）工事 1）工事

①DOP-1UF6処理設備及び均質設備解体撤去工事
①DOP-1UF6処理設備及び均質設
備解体撤去工事

２）廃棄物搬出

①クリアランス確認

○：当初計画の目標を達成したもの

△：当初計画における令和４年度目標の達成はできなかったものの、課題解決に向けた取組を行っており、解決の見通しがあるもの

×：当初計画における令和４年度目標が達成できず、課題解決のために更なる検討・対応が必要なもの

使用
施設

人形峠 濃縮工学施設

（1）施設の廃止に向
けた準備

（2）施設の廃止

再処理
施設

核サ研 TRP

（1）施設の廃止に向
けた準備

（2）施設の廃止

加工
施設

人形峠
ウラン濃縮
原型プラント

（1）施設の廃止に向
けた準備

（2）施設の廃止

RI
施設

敦賀 重水精製建屋

（1）施設の廃止に向
けた準備

（2）施設の廃止

RI
施設

原科研
環境シミュレーション

実験棟

（1）施設の廃止に向
けた準備

（2）施設の廃止


